
（平成２２年１２月１５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認和歌山地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



和歌山国民年金 事案 714  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 52年 10月から同年 12月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和52年10月から同年12月まで 

② 昭和53年１月から同年３月まで 

年金事務所から、昭和 52年 10月から 53 年３月までの国民年金保険料は

還付されている旨回答されたが、私は還付手続をした覚えは無く、還付金も

受け取った覚えが無い。 

申立期間①について、私は、保険料を納付しているので納付済期間として

記録の訂正を希望する。 

申立期間②について、私は、還付金を受け取っていないので保険料を還付

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は「昭和 52 年９月に厚生年金保険の被保険

者資格を喪失した後、国民年金を掛けようと思いすぐに市町村役場へ行っ

た。」と主張しているところ、国民年金被保険者台帳（特殊台帳）及びＡ市

町村保管の国民年金被保険者名簿によると、申立人は、昭和 52年 10月１日

付けで国民年金の強制加入被保険者の資格を取得していたことが確認でき

る上、申立人が所持する国民年金保険料領収証書によると、同年 10 月から

53 年３月までの期間の国民年金保険料が 52 年 12 月１日に検認されている

ことが確認できるものの、その後、同年 10 月１日付け資格取得の記録が取

り消され、申立期間①及び②の保険料が還付されたことが確認できる。 

しかしながら、国民年金の加入手続を行った申立人が自ら当該資格取得の

取消しの手続を行ったとは考え難い上、申立人は、申立期間①において厚生

年金保険など他の公的年金に加入していないことを踏まえると、申立人は、

当該期間について国民年金に加入する意思を有していたことは明らかであ

り、社会保険事務所（当時）が、誤って当該期間の国民年金保険料に係る還

付手続を行ったものと考えられる。 



２ 申立期間②については、前述の被保険者台帳（特殊台帳）及び同被保険者

名簿並びに昭和 54年度及び 55年度の国民年金保険料検認一覧表によると、

申立人に係る昭和52年10月１日付け国民年金被保険者の資格取得の記録が、

55 年５月１日から 56 年４月 30 日までの間に取り消されたため、申立期間

の国民年金保険料について同年７月６日に還付決定された後、同年８月に還

付されたことを示す記載が確認できるところ、オンライン記録によると、申

立人は、申立期間②において厚生年金保険被保険者であることが確認できる

ことから、申立期間②の国民年金保険料が還付されていることについて不合

理さは見られない。 

また、申立人から聴取しても、申立期間②に係る還付金を受け取った記憶

が無いというほかに、当該期間に係る還付金を受領していないことをうかが

わせる周辺事情は見当たらない。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



和歌山国民年金 事案 715 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年３月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62年３月 

私は、姉に勧められて、国民年金の加入手続を行ったが、申立期間の国民

年金保険料は、預金口座からの自動引き落としが間に合わなかったので、金

融機関の窓口で納付した。申立期間について、未納となっていることに納得

できないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は１か月と短期間であるとともに、申立人は、申立期間後の昭和

62 年４月から、厚生年金保険に加入して国民年金の被保険者資格を喪失する

月の前月（平成 21 年８月）までの期間について、国民年金保険料を全て納付

しており、保険料の納付意識は高いものと認められる。 

また、オンライン記録によると、申立人に対して昭和 62 年７月９日に国民

年金保険料の納付書が作成されたことが確認でき、当該納付書が作成された時

点で未納となっているのは申立期間のみであることから、当該納付書は同年３

月の保険料に係るものと推認され、申立人は「督促があれば必ず払います。家

業は店舗経営のため、納付書等が届けばすぐ分かります。払い忘れることはな

い。」と供述していることを踏まえると、申立人が申立期間の保険料を当該納

付書により納付したと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



和歌山国民年金 事案 716  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成元年４月から２年３月までの期間及び８年

２月から同年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたもの

と認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和62年１月から同年９月まで 

② 昭和63年10月から平成２年３月まで 

③ 平成８年２月から同年３月まで 

申立期間の国民年金保険料は、妻の分と一緒に納付していたはずなのに、

私の保険料だけが未納とされていることに納得できないので、記録の訂正を

希望する。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「妻が、夫婦二人分の国民年金保険料を、全て同じように納付し

ていたはずなのに、私の保険料だけが未納とされているのはおかしい。」と供

述しているところ、申立期間②のうち平成元年４月から２年３月までの期間及

び申立期間③については、オンライン記録及びＡ市町村の国民年金被保険者名

簿によると、申立人の妻の国民年金保険料は納付済みであるとともに、申立期

間以外の期間の申立人及びその妻の保険料は、おおむね同日に納付されている

ことが確認できる上、申立人の妻は「子供が大学へ行っている時に夫婦共に何

か月か保険料を納付していない時期があったが、納付した時は二人分を納付し

ている。」と供述していることを踏まえると、当該期間の保険料については、

妻が夫婦二人分を納付していたものと考えても不自然ではない。 

一方、申立期間①及び②のうち昭和 63年 10月から平成元年３月までの期間

については、夫婦共に未納となっている上、申立人が保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人は、申立期間のうち、平成元年４月から２年３月までの期間及び

８年２月から同年３月までの期間の国民年金保険料については納付していた

ものと認められる。 



和歌山厚生年金 事案 622  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取

得日に係る記録を昭和 53 年２月 26 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

24万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53年２月 26日から 54年４月４日まで 

私は、昭和 49年２月１日にＣ社（現在は、Ｂ社）に入社してから 55年４

月 30 日に退職するまで継続して勤務していた。しかしながら、社会保険事

務所（当時）からの回答によると、申立期間について厚生年金保険の被保険

者記録が無い。 

私は、Ｃ社に入社してから、退職するまでの間、仕事の内容も勤務地も変

わっていないので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の回答及びＣ社における当時の経理事務担当者の供述から判断すると、

申立人は、申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（Ｃ社からＡ社に異動）

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

なお、異動日については、申立人の雇用保険の記録からＣ社における離職日

が昭和 53年２月 25日であることが確認できることから、同年２月 26日とす

ることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 54

年４月の社会保険事務所の記録から 24万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ社

は、「納付したと思われる。」と回答しているが、申立人のＡ社における雇用保

険の資格取得日と厚生年金保険の資格取得日が一致していることから、事業主

が昭和 54年４月４日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る53年２月から54年３月までの保険料について納入の告知を行っ



ておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



和歌山厚生年金 事案 623  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日（昭和 34 年

７月 25日）及び資格取得日（昭和 35年４月１日）を取り消し、申立期間の標

準報酬月額を 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34年７月 25日から 35年４月１日まで 

私は、昭和 33 年４月１日にＡ社に入社し、Ｂ市町村内の本社に勤務後、

会社の命令により 34 年７月 25日からＣ氏と二人で同社Ｄ事業所に転勤し、

その後引き続き同氏と二人で同社Ｅ事業所に転勤し、35年５月 30日まで継

続して勤務していた。 

しかし、社会保険事務所（当時）の記録では、申立期間について、厚生年

金保険被保険者記録が無いので厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶している複数の同僚は、「申立人は、申立ての期間Ａ社に正社

員として継続して勤務しており、途中一時退職したことや長期間欠勤したこと

はなかった。」と供述している。 

また、上記複数の同僚は、「申立人と一緒にＤ事業所及びＥ事業所に転勤し

たＣ氏と申立人は、申立期間においても勤務形態は同じであったと思う。」と

供述しているところ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

Ｃ氏は、申立期間に同社において厚生年金保険被保険者であることが確認でき

る。 

さらに、上記同僚のうち一人は、「私は、申立人と同じ修理の業務に従事し、

一時期Ｆ事業所勤務となった期間があるが、厚生年金保険被保険者記録に空白

期間は無い。」と供述している。 

加えて、上記の被保険者名簿によると、厚生年金保険の被保険者 111人につ

いて、空白期間がある者はいない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて



いたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社における申立人に係る昭和

34年６月の社会保険事務所の記録から、4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主から申立人に係る被保険者資格の喪失届及び取得届が提出されていないに

もかかわらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え難いことから、事

業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行ってお

り、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 34年７月から 35年３月

までの保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 



和歌山国民年金 事案 710  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年 12 月及び４年１月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年 12月及び４年１月 

私は、平成３年 12 月に勤めていた会社を退職したが、その後間もなく自

宅に国民年金保険料の納付書が送られてきた。 

平成４年２月に次の会社に就職したので、同年１月に面接に行った時か就

職後の同年２月の通勤途中に、銀行で２か月分の保険料を納付した。 

以上のとおり、申立期間について国民年金保険料を納付しているはずなの

で記録の訂正を希望する。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の平成８年５月 22 日付け国民年金の第３

号被保険者資格取得届が同年６月 25 日に処理されていることが確認できると

ころ、ⅰ）オンライン記録において、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の

番号に係る複数人が８年６月頃から納付等を開始していることが確認できる

こと、ⅱ）申立人の年金手帳において、国民年金手帳記号番号欄に、申立人が

第３号被保険者資格を取得した時期に居住していたＡ市町村Ｂ地区を意味す

る「Ｃ」の押印が確認できることから、申立人の手帳記号番号は、申立人が第

３号被保険者資格を取得した８年６月頃に払い出されたものと推認される上、

申立人に対し、別の手帳記号番号が払い出された事情は見当たらないことから、

申立期間は時効により国民年金保険料を納付できない期間である。 

また、申立人は、「申立期間に加入手続をした記憶は無いが、納付書が送ら

れてきたので納付した。」と申し立てているが、Ａ市町村は、「申立期間におい

て、被用者年金の資格喪失者に対して職権で国民年金被保険者資格を取得させ

ることはなかった。」と回答しており、申立期間において国民年金保険料を納

付するためには加入手続が必要であったことを踏まえると、申立人の主張は当

時の事情と符合しない。 

さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料の納付について証言できる者



として挙げている申立人の母親からは申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる具体的な証言は得られない上、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほ

かに申立期間の保険料の納付をうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



和歌山国民年金 事案 711  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45年１月から 50年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年１月から 50年３月まで 

私は、Ａ事業所を退職後、Ｂ事業所（当時）に勤め始めた頃に国民年金の

加入手続を行い、国民年金保険料を納付していた。 

申立期間は、国民年金保険料を納付しているはずなので、記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

昭和 50年 12月２日に払い出されていることが確認できるところ、その時点で

は、第２回特例納付の実施期間中であることから、特例納付及び過年度納付を

利用して申立期間の国民年金保険料を納付することは可能であるものの、申立

人は申立期間の保険料を遡って納付した記憶は無いとしている上、上記の払出

日以前に、申立人に対し、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人からは、申立期間の国民年金保険料を納付していたはずだとい

う以外に納付方法、納付金額等の具体的な供述は無い上、申立人は、「昭和 48

年４月に結婚してからは、元妻が、私の国民年金保険料を納付してくれた。」

と主張しているものの、申立人の元妻は、「申立人の国民年金保険料について

は、結婚後１年か２年ぐらいしてから集金人に納付し始めた。」と証言してお

り、申立人の主張とは符合しない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料の納付をうか

がわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



和歌山国民年金 事案 712（事案 445の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和44年１月から50年３月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年１月から 50年３月まで 

昭和 50 年３月頃、私が居住していた地区で国民年金保険料を集金してい

た人から国民年金に加入するよう勧められたので、妻の親にも相談した後、

Ａ市町村役場Ｂ支所で妻が私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料

を 20 歳まで遡って納付してくれた。その後、前出の集金人に、遡って納付

した保険料の領収書を見てもらったが、昭和 62 年に引っ越した際、その領

収書は紛失したように思う。 

先日、知人から前出の集金人が生存していることを知らされたので、再調

査を希望する。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人は、妻が国民年金の加入手続

を行い、その後 20 歳に遡って国民年金保険料を一括納付したと主張している

が、申立人の妻が一括納付したと記憶している保険料額と第２回特例納付に必

要であった保険料額には相当な開きがあること、ⅱ）申立人の妻は、「結婚後

50 万円を銀行から出金したことは記憶しているが、ほかに高額な支払もした

ので、30 万円くらい支払ったがそれが国民年金保険料であったかどうかは分

からない。」と供述している等、一括納付した保険料額や納付期間についての

記憶が曖昧であること等から、既に当委員会の年金記録の訂正が必要とまでは

言えないとの決定に基づき、平成 21 年８月５日付けで年金記録の訂正のあっ

せんは行わないとする通知が行われている。 

今回の申立てにおいて、申立人は、新たな事情として、国民年金に加入した

当時の国民年金保険料の集金人の氏名を挙げるとともに、「集金人に遡って納

付した保険料の領収書を見てもらった。」と申し立てている。 

しかしながら、当該集金人に照会したものの、当時の状況についての記憶が

無く、申立人の国民年金保険料納付に係る有力な供述は得られなかった。 



また、申立人及びその妻は、「Ａ市町村役場Ｂ支所で 20歳まで遡って国民年

金保険料を納付した。」と供述していることから、申立期間当時、Ａ市町村役

場Ｂ支所に勤務し国民年金事務を担当していた者に照会したところ、「当時、

Ｂ支所では、過年度納付及び特例納付に係る保険料を預かることはなかった。」

と供述している。 

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



和歌山国民年金 事案 713  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年４月から 51年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50年４月から 51年３月まで 

私は、昭和 62年 10月か 11月頃にＡ市町村役場の担当者から「過去に国

民年金保険料の未納期間があるが、今未納分の保険料を納めれば年金がもら

えるようになる。」と言われたので、未納となっていた３つの期間の保険料

を全て支払った。未納期間は無いはずなので年金記録の訂正を希望する。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 62年 10月か 11月頃、Ａ市町村役場の担当者から指摘され

た３か所の未納期間の国民年金保険料を全て納付した。」と主張しているとこ

ろ、オンライン記録によると、59年８月から同年 11月までの期間の国民年金

保険料は 61年３月 27 日に、59年 12月から 60年３月までの期間及び同年 11

月から 61年３月までの期間の保険料は同年５月 15日に、それぞれ過年度納付

されていることが確認できるが、これらの納付時点において、申立期間は時効

により保険料を納付することができない期間である。 

また、申立人は、「当時、母親が同居の家族の国民年金保険料を納付してく

れていたはずである。」と供述しており、申立期間の国民年金保険料の納付に

は関与しておらず、申立人の母親及び同居の兄も申立期間の保険料は未納とな

っている上、当該母親及び兄は既に死亡しているため、当時の保険料の納付状

況について確認することができない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



和歌山厚生年金 事案 619（事案 347の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和54年４月４日から56年８月13日まで 

私は、妻と一緒に、Ａ市町村にあったＢ社に昭和 54 年４月４日から 56

年８月 12 日まで勤務していた。オンライン記録によると、妻には同社にお

ける厚生年金保険加入記録があるのに、私の加入記録が無いことに納得でき

ず、第三者委員会に年金記録の訂正を申し立てたが認められなかった。 

しかしながら、一緒に勤務していた妻が厚生年金保険に加入しているのに、

私が加入していないはずがないので、再度、調査の上、申立期間において厚

生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人に係る雇用保険被保険者記録から、

申立人が、Ｂ社（適用事業所名は、Ｃ社）に勤務していたことは確認できるも

のの、ⅰ）同社は、既に廃業し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこと、ⅱ）

労務事務担当者等の同僚３人は、「Ｂ社には試用期間が３か月間有り、試用期

間経過後に厚生年金保険に加入するかどうかを従業員に確認していたが、加入

しない従業員が多かった。」と供述していること、ⅲ）前述の労務事務担当者

は、「従業員の６割くらいしか厚生年金保険に加入していなかった。」と供述し

ていることから、同社においては、厚生年金保険に加入する従業員が必ずしも

多くなかった状況がうかがえること、ⅳ）同社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿で、申立期間において、申立人の氏名は確認できず、健康保険の整

理番号にも欠番が見られないことから、申立人に係る記録が欠落したものとは

考え難いこと等の理由により、既に、当委員会の年金記録の訂正が必要とまで

は言えないとの決定に基づき平成 21年９月 16日付けで、年金記録の訂正のあ

っせんは行わないとする通知が行われている。 

今回の申立てにおいて、申立人は、新たな資料等を提出しておらず、「一緒



に勤務していた妻が厚生年金保険に加入しているのに、私が加入していないは

ずがない。」と主張するのみである。 

また、申立人は、口頭意見陳述において、当時の同僚からの証言を求めたた

め再度照会したところ、当該同僚は、「申立人が厚生年金保険に加入していた

かどうか知らない。」と供述している。 

これらのことから判断すると、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情

とは認められず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見

当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 



和歌山厚生年金 事案 620  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 29年３月頃から 33年４月１日まで 

私は、昭和 29年３月頃から 33年３月末日まで、Ａ市町村Ｂ地区のＣ社（当

時）内にあるＤ社（現在は、Ｅ社）に勤務していたが、その期間の厚生年金

保険の被保険者記録が無い。当時は、旧姓であるＦ氏の名前で勤務していた

ので、調査の上、記録の訂正を希望する。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、中学校在学中の昭和 29年３月頃から 33年３月末日までＤ社に勤

務していたと申し立てているところ、申立期間当時、同社に勤務していた同僚

で連絡が取れた 23 人のうち、４人が申立人のことを記憶している上、申立人

も当時の複数の同僚を記憶していることから、期間は特定できないものの、申

立人は、同社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、申立期間当時、Ｄ社は、中学校卒業者を毎年採用していたと

しているところ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、中

学校卒業前及び中学校卒業直後の４月から厚生年金保険被保険者資格を取得

している者はいないことが確認できることから、同社では、中学校在学中及び

中学校卒業直後の従業員は厚生年金保険に加入させていなかったことがうか

がえる。 

また、申立人が記憶している同僚のうち２人は、申立人が退職した後の昭和

35年１月４日及び 36年９月８日に厚生年金保険被保険者資格を取得している

ことが確認できる上、資格取得日が 32年６月 15日である同僚は、「私は、昭

和 30 年に入社したが、当時、社会保険は強制加入ではなく、自分から申請し

て加入させてもらった。」と供述していることを踏まえると、申立期間当時、

同社では、厚生年金保険の長期間未加入者がいたことがうかがえる。 

さらに、Ｅ社の本社及びＧ事業所は、当時のＤ社に係る資料は保管していな

い旨回答していることから、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除



について確認することができない。 

加えて、Ｄ社に係る申立期間における健康保険厚生年金保険被保険者名簿の

整理番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所（当時）

の記録が失われたとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



和歌山厚生年金 事案 621   

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等  

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和39年10月22日から40年10月13日まで 

② 昭和40年10月13日から41年６月20日まで 

③ 昭和41年12月23日から43年４月18日まで 

④ 昭和44年10月29日から45年３月５日まで 

⑤ 昭和45年10月16日から46年１月12日まで 

申立期間①については、私は船主から船員保険料を全額船主負担で船員保

険に加入してくれるという条件で誘われ、Ａ氏所有船舶「Ｂ船」に機関員と

して乗船し、Ｃ河口からＤ地区方面へ砂利を運送していた。「Ｂ船」には、

船長である父と二人しか乗船していなかったが、船員手帳の記録のとおり、

当該期間を船員保険被保険者期間として認めてほしい。 

申立期間②について、私は船主から船員保険料を全額船主負担で船員保険

に加入してくれるという条件で誘われ、Ｅ氏所有船舶「Ｆ船」に機関員とし

て乗船し、Ｇ事業所からＤ、Ｈ地区方面へ鉄を運送していた。同僚の名前は

記憶していないが、船員手帳の記録のとおり、当該期間を船員保険被保険者

期間として認めてほしい。 

申立期間③について、私は船主から船員保険料を全額船主負担で船員保険

に加入してくれるという条件で誘われ、Ｉ社所有の「Ｊ船」に機関員として

乗船し、Ｃ河口からＤ地区方面へ砂利を運送していた。10 人ほどいた同僚

の名前は覚えていないが、船員手帳の記録のとおり、当該期間を船員保険被

保険者期間として認めてほしい。 

申立期間④について、私は他船の船長からの紹介で、Ｋ社に就職し、「Ｌ

船」に甲板員として乗船しＧ事業所からＤ地区方面へ鉄を運送していた。船

長である兄のほか、５人ほどいた同僚の名前は覚えていないが、船員手帳の

記録のとおり、当該期間を船員保険被保険者期間として認めてほしい。 

申立期間⑤について、私は知人の紹介で、船員保険料を全額船主負担で船

員保険に加入してくれるという条件で、Ｍ氏所有船舶「Ｎ船」に船長として



乗船し、Ｃ河口からＤ地区方面へ砂利を運送していた。同僚の名前は覚えて

いないが、船員手帳の記録のとおり、当該期間を船員保険被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人が提出した船員手帳の写しから、申立人がＡ

氏所有船舶「Ｂ船」に機関員として昭和 39 年 10月 22日に雇い入れられ、40

年 10月 13日に雇い止めされていることが確認できる。 

しかしながら、船舶所有者名簿によると、上記船舶所有者が船員保険の適用

事業所となっていた事実は確認できない。 

また、上記船舶所有者の所在が不明であるところ、申立人は、船舶所有者は

既に死亡している旨供述しており、申立人の申立期間①における船員保険の加

入について供述が得られない。 

さらに、申立人が「Ｂ船」に一緒に乗船していたと主張する申立人の父は既

に死亡しており供述が得られない上、前述の父の被保険者記録も確認できない。 

このほか、申立人の申立期間①における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間②については、申立人が提出した船員手帳の写しから、申立人がＥ

氏所有船舶「Ｆ船」に機関員として昭和 40 年 10月 13日に雇い入れられ、41

年６月 20日に雇い止めされていることが確認できる。 

しかしながら、上記船舶所有者及び船舶所有者名簿において確認できる上記

船舶所有者の後の船舶所有者Ｏ氏は既に死亡しているため、申立人の申立期間

②における船員保険の加入状況及び船員保険料の控除について供述を得るこ

とはできない。 

また、申立期間②において、船員保険の被保険者であった者は５人確認でき

るところ、そのうち連絡が取れた船舶所有者の三男は、「申立人と一緒に乗船

していたことがあり、申立人のことは知っているが、申立人を雇用した父(Ｅ

氏)及び当時、船員保険の手続をしていた母(Ｏ氏)も死亡しており、船員保険

に関する事情は全く分からない。」と供述しているほか、上記、Ｏ氏に係る船

員保険被保険者名簿において、申立期間②に船員保険の被保険者資格を取得し

た者はいない上、その前後の期間に被保険者証番号の欠番は無く、申立人の申

立期間②に係る社会保険事務所(当時)の記録が欠落したものとは考え難い。 

さらに、申立人がＥ氏の所有する別の船舶に乗船していた申立期間②以降の

期間については、船員保険の被保険者記録が確認でき、当該記録が記載されて

いる船員保険被保険者名簿において、申立人とほぼ同時期に被保険者記録があ

る同僚は、「当時、船員保険料を全額船主持ちで船員保険に加入してくれると

いう条件で、Ｅ氏の船に乗船したが、船員保険に加入している期間と加入して

いない期間がある。」と供述しており、上記船舶所有者は乗船する船員の全て

の期間について、必ずしも船員保険に加入させていたわけではないことがうか

がえる。 



このほか、申立人の申立期間②における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間③については、申立人が提出した船員手帳の写しから、申立人がＩ

社所有船舶「Ｊ船」に機関員として昭和 41 年 12月 23日に雇い入れられ、43

年４月 18日に雇い止めされていることが確認できる。 

しかしながら、Ｉ社は昭和 47年７月 20日付けで解散しており、当時の代表

取締役二人に照会したところ、連絡の取れた代表取締役は、「当時、父親が船

舶会社を経営しており、船員を雇用していた。親子関係にあったので、父と共

に代表取締役に名を連ねていたが、当時の事情については父しか知らず、その

父も死亡し、船員保険等について自分は何も知らない。」と供述しており、申

立人の申立期間③における船員保険の加入状況及び保険料控除についての供

述は得られない。 

また、申立人が保管する船員手帳の写しに記載されている「Ｊ船」の船長は、

「Ｊ船に２年４か月ほど乗船し、申立人も同じ船に乗っていた。船員保険につ

いては全く分からない。」旨回答しているところ、当該船長のオンライン記録

において、申立期間③に係る船員保険被保険者記録は確認できない。 

さらに、申立人は、「Ｊ船」の同僚は 10 人ほどいたと主張しているところ、

上記船舶所有者に係る船員保険被保険者名簿において、申立期間③に船員保険

の被保険者である者は５人のみであることから、Ｉ社では全ての従業員を船員

保険の被保険者とする取扱いをしていなかったことがうかがえる。 

加えて、申立人は、「Ｊ船」の同僚の氏名を覚えておらず、上記の同僚５人

は既に死亡又は病気であるため、これらの者からは、申立人の申立期間③にお

ける船員保険の加入状況及び保険料控除についての供述を得ることができな

い。 

また、上記の船員保険被保険者名簿において、被保険者証番号に欠番は無く、

申立人の申立期間③に係る社会保険事務所の記録が欠落したものとは考え難

い。 

このほか、申立人の申立期間③における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間④については、申立人が提出した船員手帳の写しから、申立人がＫ

社所有船舶「Ｌ船」に甲板員として昭和 44 年 10月 29日に雇い入れられ、45

年３月５日に雇い止めされていることが確認できる。 

しかしながら、Ｋ社は平成６年５月 17日付けでＰ社に合併し解散しており、

同社は、「Ｋ社に係る当時の資料等は一切残っていないため、申立人の船員保

険の加入状況及び保険料控除については不明である。」旨回答している。 

また、オンライン記録において、Ｋ社で船員保険の記録が確認できる船舶の

所有者は、「Ｋ社では、それぞれの船主が事業主としての船員保険料を負担し

ていた。」と供述しており、同社で船員保険に加入している複数の同僚は、「当

時、Ｇ事業所から資材を運ぶために、船主が船を持ち込み、その事務所をＫ社

に置いていた。船員保険の加入の取扱いは、船主によって違っていたと思う。」



と供述している。 

さらに、「Ｌ船」の船長であった申立人の兄のオンライン記録において、申

立期間④に係る船員保険被保険者記録が確認できないところ、上記の複数の同

僚は、「船長が兄で、その兄が船員保険に加入していないのであれば、そのほ

かの船員も加入していない可能性が高いと思う。」旨供述している。 

加えて、申立人は、「Ｌ船」の同僚の氏名を覚えておらず、Ｋ社所有船舶に

係る船員保険被保険者名簿において、申立期間④に船員保険の被保険者資格を

取得した者は４人確認できるものの、当該４人は既に死亡又は病気であるため、

これらの者からは、申立人の申立期間④における船員保険の加入状況及び保険

料控除についての供述を得ることができない。 

また、上記の船員保険被保険者名簿において、被保険者証番号に欠番は無く、

申立人の申立期間④に係る社会保険事務所の記録が欠落したものとは考え難

い。 

このほか、申立人の申立期間④における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間⑤については、申立人が提出した船員手帳の写しから、申立人がＭ

氏所有船舶「Ｎ船」に船長として昭和 45年 10月 16日に雇い入れられ、46年

１月 12日に雇い止めされていることが確認できる。 

しかしながら、船舶所有者名簿によると、上記船舶所有者が船員保険の適用

事業所となっていた事実は確認できない。 

また、上記の名簿において、上記船舶所有者の夫であるＱ氏の名義で船員保

険の適用事業所となっていることが確認できるものの、昭和 45 年４月１日付

けで船員保険の適用事業所ではなくなっており、Ｑ氏に係る船員保険被保険者

名簿において、同年４月１日付けで資格喪失している者は、オンライン記録に

おいて、その後、船員保険に再加入している記録は確認できない上、当該被保

険者は既に死亡しているため、Ｑ氏及びＭ氏所有船舶における船員保険の加入

状況について供述を得ることができない。 

さらに、上記船舶所有者からは、申立人の申立期間⑤における船員保険の加

入状況及び保険料控除について供述が得られないほか、申立人は「Ｎ船へは、

知人の仲介により、船員保険料は全額船主が負担してくれるという条件で乗船

し、給料もその仲介人を通してもらっていたので、船舶所有者のＭ氏について

は、あまり面識がない。」と供述しているところ、申立人を「Ｎ船」に仲介し

た知人の所在は確認できず、この者から申立人の申立期間⑤における船員保険

の加入状況及び保険料控除について供述を得ることができない。 

加えて、申立人は「Ｎ船」に一緒に乗船していた同僚の名前を覚えていない

ことから、申立人の申立期間⑤における船員保険の加入状況及び保険料控除に

ついて供述を得ることができない。 

このほか、申立人の申立期間⑤における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

なお、申立人は、申立期間①から③及び⑤における船員保険料については、



「全額船主負担で船員保険に加入してくれるという条件で乗船した。」と申し

立てているが、船舶所有者(船主)が申立人に係る船員保険被保険者資格取得届

を提出し、申立人負担分の船員保険料を含めて納付していたことをうかがわせ

る事情は確認できない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として申立期間①から⑤までに係る船員保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


